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はじめに 

観光のみならず長期で滞在する外国人が増加す

る沖縄における教員養成について考察すると、他

県とは違う特徴が浮かび上がってきた。日本語教

師に求められる資質はどの地域においても同様の

ものであろう。しかし、沖縄の日本語学校に在籍

する学習者の国籍や学校の規模などを考えると、

一般的に求められている資質に加え、沖縄特有の

日本語教育事情を理解して教育に臨む必要がある

と考える。本稿は、2015年 10月 9日に開催された

大養協第6回大会のシンポジウム「教員養成計画

について考える－求められる教員の資質と教員数

とは－」においてパネルディスカッションで発表

したものをまとめたものである。 

 

１． 日本語教師に必要とされる資質及び採用基準 

現在、日本語教師になるには、次の 3 つの条件の

うち、いずれかあるいは複数を満たす必要がある。 

・大学、大学院で日本語教育課程を修了 

・民間の日本語教師養成講座 420 時間（およびそ

れ以上）コースを修了 

・日本語教育能力検定試験に合格 

最初の就職先として、最も多いのが民間の日本語

学校であろう。そこで、日本語学校の採用担当に聞

いた「日本語教師に必要とされる素養」、「採用する

際の基準」は以下のとおりである。 

・（心身共に）健康である 

・明るい性格 

・コミュニケーション能力 

・異文化に対する寛容性、公平性 

・適応能力 

・リーダーシップ 

・粘り強さ 

・協調性 

・人を惹きつける演出力、プレゼン能力 

・ほめ上手 

・外国人にきちんと教えられる日本語力 

・基本的なPC スキル 

・自分の授業、学生の誤用を分析する能力 

・向上心 

・冷静さ 

・外国語能力 

上記のもの全てを備えている教師がいるとは思

われないので、どれか一つでも該当すれば、採用す

る価値がある、とのことである。 

 

２．2015年現在の沖縄県内の日本語学校の数  

 2015 年現在の沖縄県内の日本語学校はいくつあ

るのか、以下に述べる。 

1. 沖縄ＪＣＳ学院 

2. 日本文化経済学院 

3. 日亜外語学院 

4. 異文化間コミュニケーションセンター附属 

日本語学校 
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5. ＪＳＬ日本アカデミー 

6. ステップワールド日本語学院 

7. 東洋言語文化学院 

8. サエル学院 

9. 尚学院国際ビジネスアカデミー 

10. フジ学園専門学校 IT カレッジ沖縄 

11. サイ・テク・カレッジ那覇日本語科 

12. 国際言語文化センター附属日本語学校 

上記の通り、12 校ある。そのほとんどが株式会社ま

たは有限会社で、概ね 100～200 名前後の定員数で

ある。中には定員 450 名のマンモス校もある。 

 人口が全国 30 番目の沖縄で、この数はかなり多

い。九州・沖縄地域では、福岡に次いで 2 番目の数

である。新規校の申請も続いており、今後さらに増

加すると考えられる。 

 

３．沖縄県内の日本語学習者 

 沖縄県内には、どのような日本語学習者がいるの

か、文化庁の平成 26 年度の資料より述べたいと思

う。 

 

表１．国・地域別上位日本語学習者数 

 

 

 

 

 

 

総数では中国に遠く及ばないが、ベトナム人・ネ

パール人学生の増加率が異常で、ベトナム人学生は

前年比の1.4倍、ネパールは前年比1.8倍という増

え方をしている一方、中国や韓国は減少している。 

そして、このネパール人増加の原因となっている

のが、ここ沖縄の日本語学校と言ってもいいかもし

れない。というのも、以下の表を参照してほしい。 

 筆者も今年4月に沖縄へ来て最も驚いたのが、学生

の人数比率におけるネパール人の割合が非常に高いと

いうことである。他の都市と比較してみると、在留外

国人におけるネパール人の比率が2桁を超えているの

が、沖縄だけである。この数字は、留学ビザだけでな

くネパール人全てを含めた割合であるので、これだけ
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で留学ビザのネパール人が2桁を超えているとは言え

ない。しかし、日本語教育振興協会発表の各校の国籍

別比率などを見てみても、沖縄の日本語学校に在籍し

ている学生の多くがネパール人である。中には9割に

達する学校まである。つまり、「“沖縄における”日本

語学校で働く日本語教師に必要なもの」を話そうと思

ったら、必然的にネパール人学生への教育という視点

が欠かせない。 

ステレオタイプ化をするのはよくないが、ネパール

人学生の一般的な気質は、大らかでフレンドリー、楽

観的である。また、集団行動を好む傾向が強い。今ま

さに、来年4月の進学に向け指導をしているが、一人

がある専門学校を見つけてきたら、競争率も考えず一

斉にその学校に出願し出すこともあった。 

また、学校や教師への依存度が高く、計画性に弱い。

ただし、この最後の点に関しては、我々沖縄の日本語

学校職員の指導にも大いに問題があるようだ。という

のも、先日他県の専門学校の留学生担当者から「沖縄

から受け入れた学生たちは、他地域の学生たちより要

求・依頼が多く、自分達だけでは何もできない学生が

多く見受けられる。日本語教育だけでなく、在学中か

らもっと自立心を養ってほしい」という話があった。

沖縄にだけそのような学生が集まってくるわけがなく、

今後指導の在り方を改善する必要がある。 

 

４．学生指導 

学校や教師に依存度が高い学習者との関わりにつ

いては、学校・教師側の意識と日々の言動が大事であ

ると考える。日本語学校のほとんどが株式会社である

以上、経営者は利益を追求するだろうし、学生は学生

で自分たちの都合のよい要求ばかりを主張することも

ある。学校、教師、学生の三者がどのような距離感で

対峙しなければならないかを下記の図で示してみた。 

図1は、学生と教職員は距離が近いのに対し、それ

ぞれが学校（経営者）と非常に距離が遠い。学校が教

育的視点を持たず利益ばかりを追求し、教師や学生か

ら不満が出る例である。また、教師が学生を子ども扱

いし、自分の“もの”のように考えてしまう場合にも、

学生の要求に学校がなぜ応えてあげないのかと教師側

が不満を持ち距離が離れることもある。日本語学校に

在籍する学生は主に成人であるので、教師は学習者を

子ども扱いせず、大人として扱う必要がある。 

 

 図１．学校・学生・教師の心理的距離 

 

図2は、学校と教職員が、学生を指導するのではな

く“管理”して押さえつけている例である。互いが互

いを信頼せず、受け入れ側の学校とそこに属している

教師側が学生を服従させ、自由を与えないところもあ

ると聞く。 

いずれにしても、いびつな三角形でバランスが悪い。

「教務の仕事は教えることで、生活指導は必要ない」

のでははく、毎日学生たちと接する教職員が、③のよ

うにきれいな正三角形になるように調整しなければな

らない。 

 

 図２．学校・学生・教師のバランスが取れた心理的距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．（沖縄における）日本語学校の教師に必要なもの 

どこで日本語を教えるにしても必要となるものは
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基本的に同じだが、採用基準として何より重要視する

のが、ホスピタリティとバランス感覚である。 

全ての学生が、10話して10理解できる訳ではない

から、本当に辛抱強く、じっくりと話ができる粘り強

さが必要になる。また、教師は日々学生に対峙してい

ると、学生の要求や考え方に応えたい、応えなければ

という気持ちが働くだろう。しかし、果たしてその要

求は、教育的に正しいのか、学校として受け入れられ

るのか、また（何でもルールだと言うばかりでなく）

学習者にも配慮できているかを総合的に判断できるバ

ランス感覚を持ち合わせている必要がある。 

そして、もう一つが計画性やスケジュール管理であ

る。学習面のみならず金銭面も含め、日本での生活全

般について中長期的な計画を立て、学生がきちんと自

己管理ができるように指導を行う。最初は、ほとんど

学校側でスケジュール管理をすることが多いが、学生

がスケジュール通り実行することに慣れてくると、学

校側の指導を徐々に減らし、学習者自身で計画・実行

できるように指導していくことができるようになるだ

ろう。 

 

６．養成講座設立で期待すること 

まず、沖縄県内における日本語教育関係者のすそ野

広げ、および一般の日本人に対する日本語教育の認知

である。 

日本語学校は、地域に受け入れられないと、存続が

出来ず、学生一人の言動が、全ての学生の言動として

捉えられるきらいがある。噂は一般に悪いことであり、

良いことはほとんど広がらない。そのためにも、学校

が存在する地域の人たちに良い印象を与え、学校のみ

ならず外国人も受け入れられるための第一歩として、

まずはそこに日本語学校があるということをわかって

もらう必要がある。講座を設立することで、少しでも

一般の日本人との距離が縮められるのではと考える。 

また、昨今どの学校でも日本語教師不足が問題とな

っているが、優秀な教師とスタッフの確保が容易にな

る。受講者は当然母校で就職をしたいと考えるであろ

うから、修了後にそのまま採用ができるということで

ある。地理的条件などで採用が難しい場合にも、他校

へ紹介もでき、沖縄の日本語教育に多少でも寄与でき

ると考える。 

 

７．養成講座修了後の進路 

講座修了後に期待できる就職先としては、以下の通

りである。 

①国内の日本語教育機関 

（日本語学校、専門学校、大学） 

②海外の日本語学校、大学 

③ビジネスパーソン向けのプライベートレッスン 

④JICAや国際交流基金等の海外派遣 

⑤外国人を対象としたビジネス（起業を含む） 

このうち、候補として最も上位にあがるのは、国内

の日本語学校での非常勤講師であろう。また、海外の

日本語教育機関でも常に日本語ネイティブ教師不足が

叫ばれているため、海外で経験を積む者も多く出るこ

とが予想される。 

その他、増加する来日外国人を対象としたビジネス

を既に始めている教え子も数多くおり、ビジネスチャ

ンスはいくらでもあるはずである。 

 

８．おわりに 

 以上、沖縄における日本語学校で働く日本語教師に

必要なものについて述べてきたが、最終的に留学生の

日本語力のみならず適応力や社会文化能力をどのレベ

ルまで引き上げて次のステップへ送り出すのかを、現

場の教師が理解し日々指導していく必要があると考え

る。学生たちは沖縄に留学することが最終目標ではな

く、進学・就職までを考えて第一歩として沖縄に留学

してきたはずである。多くの学生たちが県外へ進学し

ていく現状を考えると、日本語力向上はもちろん、そ

の先を見据えた指導を行っていく必要を強く感じる。

さらに、日本語教育機関として、一般の日本人にも外

国人留学生の存在の周知と、共生が出来る社会作りへ

の積極的な参加を行ってきたいと思う。 
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